
現在  

 

 

 

 

 

新た  

山形県行財政 

改革推進プラン  

 

素案  

 
 

資料 －  



 

< 目   次 > 

 

第 章 県 行 改革 基 認識 

  こ 行 改革 組   

  県行 巻く現状 課   

  社会経済情勢 動向  

  行 多様 高 民意識 変   

  引 厳 い 状況  

  府 言通知  

  行 改革 必要性  

 県 行 改革 基 認識  

1 

1 

1 

「 

「 

「 

「 

」 

 

第 章 新 行 改革推進 ン 基 的考え方 

  行 改革推進 ン 基 的 置付け  

  組 視点  

  県民参加 県 く 推   

        ～多様 主体 連携 協働 地域 力 結 ～  

  県民視点 立 県 営 推  

        ～情報 信力 強 透明性 向 ～  

  自主性 自立性 高い県 営 支え 基 く  

        ～限 行 資源 最大効果 揮～  

  推進期間  

  推進体   

  ン 見直   

 新 山形県行 改革推進 ン 基 的考え方  

『 

『 

 

『 

 

『 

 

『 

監 

監 

監 

買 

 

第 章 行 改革 組 容 

第  県民参加 県 く 推進 

      ～多様 主体 連携 協働 地域 力 結 ～  

  県 市 連携 協働  

  地方創生 向 県 市 連携 協働  

  市 自主的 行 営 支援  

  県民 企業 大学等 連携 協働  

  県民 等 連携 協働  

  企業 大学等 連携 協働  

  地域 多様 主体 河川等 維持管理  

  民間活力 活用  

  民間移譲  

 

貸 

貸 

貸 

重 

11 

11 

1「 

1」 

1『 

1『 



 

  民間委   

  指定管理者   

  地方独立行 法人   

  公民連携 民間資金等 活用 公共施設等 整備等 Ｉ   

1『 

1『 

1『 

1『 

 

第  県民視点 立 県 運営 推進 

      ～情報 信力 強化 透明性 向 ～  

  県 外 積極的 情報 信  

  県 外 情報 信力 強   

  県民 話 視 県 運営  

  県民 視 県民 声 的確 把握  

  県 運営 透明性 確保  

  情報公開 情報開   

  統一的 公会計 整備 公表  

  県民 期待 応え 信頼性 高い県 運営  

  法 遵 等 徹底  

  県 推 向 サ 実施  

  業務効率 推 県民利便性 向    

  公共調 改善  

  地方 改革 動 踏 え 施策 推   

  県民 全 心 機管理機能 充実  

  前防災 減災等 多様 主体 連携 協働  

  機 応力 強   

 

1貸 

1貸 

1貸 

1重 

1重 

「1 

「1 

「「 

「」 

「」 

「監 

「買 

「8 

「重 

」0 

」0 

」「 

 

第  自主性 自立性 高い県 運営 支え 基盤 く  

      ～限 行 資源 最大効果 揮～  

  県民 県庁 く   

  責任感 持 自 考え行動 意欲あふ 人 く   

  職員 能力 最大限 引 出 人 活用  

  簡素 効率的 組 機構 実現  

  持 能 基盤 確立  

  歳入 確保  

  歳出 見直   

  健全 営  

  県 産 総合的 管理 用  

  地方公営企業 経営改善  

  公社等 見直   

 

■行 改革 組 目標指標 一覧  

 

」」 

」」 

」」 

」『 

」買 

」8 

」8 

『0 

『」 

『監 

『貸 

『重 

 

監0 

 
 



- 1 - 

第 章 本県 行財政改革 係 基本認識 

 

 こ 行財政改革 取組  

   県 成 7 12 策定 山形県行 改革大綱 来 7 わ 大綱    

ン 策定 様々 行 改革 組 推 あ 一定 成果  

あ  

 

○ 知 部局一般会計 職員数 い 山形県行 改革大綱 等 職員数削減  

組 始 成 9 成 28 4 間 約 22.8％ 1,197 人 削減   

行う 簡素 効率的 体 く  

 職員給 知 部局一般会計 い 職員数削減 加え 管理職手当 削減

や 職手当 引 等 組 行い 成 13 比 成 28    

当初 算 約 23.7％ 約 80.5 億 削減  

 

○ 県債残高 い 臨時 策債及 補 算債 除く 県 実質的 担   

残高 成 15 縮減 図 成 27 決算 成 15 比

約 2,280 億 削減 持 能 基 確立 組  

 

直近 7 間 前 ン及 前々 ン  

○ 知 部局 一般会計 職員数 成20 4 成 28 4 間 約11.3％

516 人 削減 行 職員給 い 期間 約 32.7 億 削減  

 県 実質的 担 県債残高 成 20 成 27 約 1,688 億

削減  

 

○ 務 業 見直 改善や行 経費 節減 徹底 歳出 見直 行う  

歳入面 県 産 売 やふ 納税 多様 源 確保   

山形県職員育成基 方針 成 27 1 や 山形県県 産総合管理

ン 基 方針 成 26 12 策定 総合支庁 見直

断 見直 組  

 

 県行財政を取 巻く現状 課  

社会経済情勢 動向 

   ○ 少子高齢 伴う人口減少 加 地域 経済や 療 福祉 地域

県 等 様々 県 将来 深刻 影響 及 懸念

い  
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   ○ 製造業 中心 国 競 激 一方 府 海外誘客や農産物輸出  

施策 推 あ 社会経済 県経済 大 影響 及 う  

い  

 

   ○ 情報通信技術 Ｉ 急 普及 ンタ 利用 一般

ン 利用 大 情報 信 入手手段 多様

い  

 

   ○ 少子 策や労働力確保 社会全体 課 中 多様 人 能力 揮 向

ワ ン 実現や女性 活躍推 社会的要請 い  

 

行 ニ 多様化 高度化 民意識 変化 

   ○ 地方創生 組 や多 自然災害等 踏 え 全 心 策 行  

多様 高 行 い  

 

   ○ 民 士 互い 合う 共 や社会 献 意識 高 見 社会

献活動 担い手 法人 々増加 い  

 

引 厳 い 状況 

   ○ 県 社会保 経費 自然増や公債費 高い水準 推移

今 源 足 見込 引 厳 い状況 想定 あ  

 

 政府 助言通知 

経済 営 改革 基 方針 2015 成 27 6 議決定 踏 え 成 27 8

総務大臣通知 地方行 サ 改革 推 留意 い 言通知      

いう 出  

言通知 厳 い 状況 い 引 効率的 効果的 公共サ   

提供 民間活力 活用や 組状況 公表 通 更 業務改革 行

サ 質 向 主眼 置い 容 い  

 

  行財政改革 必要性 

県 巻く社会経済情勢 変 多様 行 厳 い 状況等 的確   

応 いく 積 改革 成果 踏 え 限 行

資源 最大効果 揮 効果的 効率的 施策 展開 質 高い

行 サ 提供 図 いく必要 あ  

府 言通知 示 容 十 留意 県民参加 県 く

県民視点 立 県 営 自主性 自立性 高い県 営 支え 基 く 視点   

持 行 営 全 い 引 断 見直 行 いく  
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本県 行財政改革 係 基本認識 
～ こ 主 組 県行 巻く現状 課 府 言通知 県 状況 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 山形県行 改革推進 ン 推進期間：H25～H28 基 く主 組  ～こ 改革 成果～ 

◎県民参加 県 く 推進 

 ～多様 主体 連携 協働～ 

◇県民 NPO 等 連携 協働 

◇企業等 連携 協働 

◇市 連携 協働 

◇減災 視点  
災害時 連携 協働  

 

指定管理者 入  
入率79.8％  

節減効果 ▲70億  
 H18～H27 計  

◎県民視点 立 た県政運営 推進 

 ～県政運営 信頼性 質 向 ～ 

◇県民 話型県 推進 

◇県 運営 透明性 確保 信頼性 確保 

◇地方 権改革 動 踏 え 施策 推進 

◎自主性 自立性 高い県政運営を支え  

基盤 く  ～簡素 効率的 県庁 く ～ 

◇県民 県庁 く  

 職員育成基 方針 策定 H27.1  
 総合支庁 見直 決定 H28.4～連携支援室 設置等  

◇持 能 基盤 確立 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

職員数 削減 ▲516人 H20→H28  
職員給 削減 ▲32.7億  H20→H28  

県債残高 実質 担 縮減 
▲1,688億  H20→H27  

県 産売 等 歳入確保  
28億  H20～H27 計  

ふ 納税 歳入確保  
 3億  H20～H27 計  

成果 

成果 

成果 成果 

成果 

 県 巻く現状 課  

■社会経済情勢 動向  

○少子高齢 伴う人口減少  

加  

○社会経済 展 

○情報通信技術 急 普及 

○ワ ン や 

  女性 活躍推 社会的要請 

■行 ニ 多様化 高度化 
民意識 変化 

○地方創生や 全 心 策  

行 多様  

高  

○ 自 共 公 や 

   社会 献 意識 変  

■引 厳 い 状況 

-1 府 言通知   ～ 質 改革 ～ 

H17～H21 中改革 ン 
府 要請 踏 え 数 目標 

 定員削減等 行革推  

H22～ 自主的 主体的 行革 
府 要請 自主的 計  

 方針 定 行革 推  

 

助言通知の概要  

  的 削減 触 く 行 サ
質 向 組 容   

1  行 サ ビ ウ ソ ン 等 推進 
 → 民間委 推 指定管理者 活用

情報通信技術 活用 業務 見直  等  

2  情報 ウ 化 拡大  

3  公営企業 等 経営健全化  

4  ネ ン 強化  
 → 統一的 基準 地方公会計 整備  

公営企業会計 適用 推  等  

5  公民連携 PPP) 民間資金等 活用  
公共施設等 整備等 PFI 拡大 

 
 

骨太方針 2015 踏 え 府  
言通知 地方行 サ ビ 改革 
推進 関 留意事項 (H27.8  
基 く 組 推   

     民間活力 活用 組状況 公表 

H27～ 地方行政サ ビ 改革 

 

-2 県 状況 
● 直近2 間 策定 行革 ン う 定員削減  

数 目標 設定 い い 県 75％ 15/20団体  

成果を踏 え、 動向 的確 対応し いくた 、引 続 行財政改革 取組 必要 
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第 章 新た 行財政改革推進プラン 基本的考え方 

 

 行財政改革推進プラン 基本的位置付け 

県 将来 ョン あ 自然 文明 調和 新理想郷山形 実現 向 新  

短期 ョン ン 沿 第 3 山形県総合 展計 着実 推

積 改革成果 踏 え 県 巻く社会経済情勢や厳 い  

状況等 的確 応 必要 行 サ 効果的 効率的 提供 う 行   

営 全 い 断 見直 行い 改革 いく  

 

  取組 視点 

 県民参加 県 く 推進 

～多様 主体 連携 協働 地域 力 結 ～ 

○ 人口減少社会 展 中 地方創生 向 適 役割 担 県 市   

連携 協働 推 市 自主的 行 営 支援 行う  
 

○ 県 や地域 課 解決 向 県民 企業 大学等 多様 主体    

連携 協働 地域 力 結 組 推  
 

   ○ 民間 能力や 活 質 高い行 サ 提供 推  

 

 県民視点 立 県 運営 推進 

～情報 信力 強化 透明性 向 ～ 

○ 県 信頼 理解 深 山形 魅力 く知 う 県 外   

情報 信力 強 図 県民 推 県 営 透明性

確保 情報公開等 組 推  
 

○ 県民 期待 応え 信頼性 高い県 営 向 法 遵 等 徹底や業務 効率

県民利便性 向 公共調 改善等 推  
 

○ 大規模災害等 県民 生命 産 多様 主体 連携 減災等 組

や県 機 応力 強 推  

 

 自主性 自立性 高い県 運営 支え 基盤 く  

～限 行 資源 最大効果 揮～ 

○ 責任感 行動力 持 県民 活力あ 山形県 創 いく職員 育成

新 行 課 的確 応 時 簡素 効率的 組 機構

実現  
 

○ 自主性 自立性 高い県 営 行 いく 歳入 確保 歳出 見直 徹底

等 図 持 能 基 確立  
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  推進期間 

   成 29 成 32 4 間 

 

  推進体制 

知 部長 山形県行 改革推 部 中心 全 職員 目的 共

組 あ 着実 推  

組 推 あ 県民 声や県議会 意見 聴く 第 者 構成

山形県行 支出点検 行 改革推 委員会 評価 言 得 推  

 

  プラン 見直し 

推 期間中 社会経済情勢等 変 迅 的確 応 必要 応

ン 見直 行う  
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県民一人 喜 幸 実感  

  自自 然然 文文 明明 調調 和和 しし たた 新新 理理 想想 郷郷 山山 形形 実現 

第 次山形県総合発展計 短期ア ョンプラン 

新た 山形県行財政改革推進プラン 基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ ン 基 的 置    推進期間 成 29 度～ 成 32 度  

第3 山形県総合 展計 着実 推 積 改革成果 踏 え
県 巻く社会経済情勢や厳 い 状況等 的確 応 必要 行 サ 効果的 効率的
提供 う 行 営 全 い 断 見直 行い 改革 いく  

 
第  県民参加 県 く 推進  ～多様 主体 連携 協働 地域 力 結集～ 

◎県 市 連携 協働 

○地方創生 向   

県 市 連携 協働 

○市 自主的 行 営 

支援 

 中核市移行 向 支援  

◎県民 企業 大学等 

連携 協働 

○県民 NPO 等  

連携 協働 

○企業 大学等  

連携 協働    等 

 

◎民間活力 活用 

○民間移譲 

○民間委  

○指定管理者  

○地方独立行 法人  

○公民連携等 

 
 
 
 
◎県 外 積極的 情報 信 

○県 外 情報 信力 強  

◎県民 を重視 た県政運営 
○県民 視 県民 声 的確 把握 

◎県政運営 透明性 確保 
○情報公開 情報開  

○統一的 公会計 整備 公表 

◎県民 期待 応え 信頼性 高い県政運営 
○法 遵 等 徹底 

○県 推 向 PDCA サ 実施 

○業務効率 推 県民利便性 向  

○公共調 改善 

○地方 改革 動 踏 え 施策 推  

◎県民 全 心を 機管理機能 充実 
○多様 主体 連携 協働   ○ 機 応力 強  

第  県民視点 立 た県政運営 推進 

～情報 信力 強 透明性 向 ～  

 
 
 
 
 
◎県民 た 県庁 く  
○責任感 持 自 考え行動  

意欲あふ 人 く  

○職員 能力 最大限 引 出 人 活用 

 ワ ン 一層 推  

○簡素 効率的 組 機構 実現 

◎持 可能 政基盤 確立 
○歳入 確保    

○歳出 見直  適 定員管理  

○健全 営 県債残高 減少  

○県 産 総合的 管理 用 

○地方公営企業 経営改善 

○公社等 見直  

第  自主性 自立性 高い県政運営を
支え 基盤 く   

～限 た行 政資源 最大効果 揮～ 

 
 

○少子高齢 伴う人口減少 加  

○社会経済 展 

○情報通信技術 急 普及 

○ワ ン や女性  
 活躍推 社会的要請 高  

 
 

○地方創生 組 や 
全 心 策  

行 多様  

○ 自 共 公 や 
社会 献 民意識 
変  

 
○社会保 経費  
自然増や公債費  
高い水準 推移  

今 厳 い 
見通  

◎社会経済情勢 動向 
◎ 民ニ 多様  
  民意識 変  

◎引 厳 い 
政状況 

政府 助言通知 
2 .  

～地方行政 ビ  
改革 推進 関  
留意事項～ 

 

民間活力 活用  

組状況 公表  
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※ ：３ＴＳ ５三ＴさＮ下 ４三gＦＳＮどＦ下ＮＴＳ 略 民間非営利組 特定非営利活動法人 法人 ン 団体や

市民活動団体等 任意 社会 献活動団体 含 ン い 公益法人や公益 担う側面 持 各種団体 例え

自治会や 会等 地縁組 等 含 場合 等 載 い  

 

第 章 行財政改革 取組内容 

 

第  県民参加 県 く 推進 

～多様 主体 連携 協働 地域 力 結集～ 

 

 

 

 

 

 

 県 市 村 連携 協働 重点  

地方創生 向け 県 市 連携 協働 

 

 

 

 

  

 県 市 連携 協働 推進 新  

 や 創生総合戦略 成 27 10 策定 置付 県 市 連携      

業 中心 県 市 連携 協働 推  

 

 総合支庁 連携支援室 市 連携 支援 推進 新  

 地域課 解決 向 総合支庁 連携支援室 市 連携 支援    

一層推  

 

 課 や情報 共有 検討や協議 進 組 く  新   

 市 踏 え 県 市 連携 協働 推 基 的方向性

整理 方針 策定 

 市 抱え 地域課 や連携 向 把握 

 地域 課 応 機動的 弾力的 検討 協議 実施 

 

 

 

 

 

 

社会経済情勢 変 や多様 県民 的確 応 や 創生

力強く推 いく 市 県民 ※ 企業 大学等 多様 主体    

連携 協働 地域 力 結 県民参加 県 く 推  

◎ 人口減少社会 展 中 地方創生 向 適 役割 担 県 市

共通 行 課 効果的 効率的 応 いく 県 市 連携 協働   

一層推  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 県 市 連携  

協働 推進 

連携 協働 

推進 

 

 

 

 

  
や た創生総合戦略

策定 H27.10 ／全市

地方版総合戦略を策定 
～H28.3  

 
総合支庁 、市 支援

重点 た 連携支援室 を

設置 H28  
 

 総合支庁 連携支援室

市 連携 支援

推進 

連携 支援 

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 課 や情報 共有、検討や協議を進 仕組 く  

 

 

 

連携 協働を推進  

た 方針 策定 
検討 策定 

方針 基 く

組  
  

 

 
地域課 連携ニ

把握 
調査 把握   

 

 

 

 

 

地域 等  

  課 応 た検討  

  協議 

検討 協議    

 

 

目標指標  

 ○  県 市 連携 協働 推 方針   方針策定 H29  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や た創生総合戦略 連携事業等 

を推進  

地域課 把握 共有、課 解決  

向 た市 連携 支援等  
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※ Ｉ ：IＳさＴ三ＲＦ下ＮＴＳ ＦＳ正 （ＴＲＲつＳＮ続Ｆ下ＮＴＳ上 却ご続しＳＴせＴgと 略 ンタ 等 情報通信技術  

※ 自治体 ：地方公共団体 情報 庁舎 保 管理 え 外部 タ ンタ 保 管理

通信回線 経 利用 う 組 複数 地方公共団体 情報 約 共 利用

経費 削減及 民サ 向 等 図  

※ 定 自立圏：中心市 近隣市 相互 役割 担 連携 協力 圏域全体 必要 生活機能等 確保

地方圏 定 皿 形成 目的 圏域 県 山形定 自立圏 中心市：山形市 部   

定 自立圏 中心市：鶴岡市 部定 自立圏 中心市：酒 市 新 最 定 自立圏 中心市：新 市

定 自立圏 形成 い  

※ 連携中枢都市圏：地域 い 相当 規模 中核性 備え 圏域 い 市 連携 ン ワ

人口減少 少子高齢社会 い 一定 圏域人口 活力あ 社会経済 維持 点 形成

目的 圏域 圏域 中心市 連携中枢都市 原則 指定都市又 中核市 県 成 「8 時点

連携中枢都市圏 形成  

 

市 自主的 行 運営 支援 

 

 

 

   

 広域連携 推進 

    専門性 高い業務やＩ ※ 連業務 自治体 ※ 入 含   

務処理 共  

    定 自立圏※や連携中枢都市圏※等 市 間連携 向 組 積極的

言 支援 実施 

 

 事務 権限移譲 推進 

 山形県 務 限移譲推 成 28 改定 定 基 県

市 務 限移譲 推  

 

 市 創意工夫 施策展開 支援 

 市 総合交付金 ※ い 弾力的 用 う 象 業 追加

見直 や 設計 見直 等 検討 

 

 山形市 中核市※移行 向け 支援 新  

 山形市 滑 中核市移行 成 31 4 定 支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 市 域連携や 限移譲 様々 選択肢 最適 手法 自主的 組

い う支援 展開  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 広域連携 推進 
助言 支援 

等 実施 
   

広域連携 状況 H28  
一部事務組合 19 
広域連合 2 
定 自立圏 4 等 

 事務 限移譲 推進 推進    

山形県事務 限移譲推進

H28 改定予定  
H28.4 現在：35 市

21 法 183 事務を移譲 

 市 創意工夫  

施策展開 支援 

市 総合 

交付金  

支援 実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 総合交付金 
H27 交付 ：597 百万  

 山形市 中核市移行  

向 た支援 

 
支援 実施 

 

 

 

 
 

 

 

山形市中核市移行市 県

連絡会議 開催 
H28.1、H28.9 

 

目標指標  

 ○ 連携中枢都市圏 形成数   1 圏域 H31  や 創生総合戦略 H27.10  

※ 市 総合交付金 ：県 独補 金等 一部 統合 弾力的 用 能 市 実情 応 業

展開 能 市 補 金 申請 務 く 県 補 金 交付 務 い 軽減 図   

いう趣 成 10 創設  

※ 中核市：人口 「0 万人 市 申出 基 指定 市 都 府県 民生行 務 保健衛生行   

務 環境保全行 務 都市計 等 務等 全部又 一部 移譲  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移譲事務 事務 

引 、研修等  

移譲事務 滑  

実施  

中核市移行 

定 自立圏 連携中枢都市圏等 

言 支援  

適宜、 象事業 追加 見直 等を検討  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 県民 等 連携  

協働 推進 

連携 協働 

推進 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

や た社会 献基金助成

事業 NPO 活動支援 
H20～H27 累計：392 事業、 
助成 358 百万  

県 NPO 等 協働事業

実施 154 事業 H28  

認定 NPO 法人数 8 法人 
H28.12 現在  

県民 ン 活動 
参加率 32.2％ H28  

 等 活動基盤  

充実 強  

活動基盤  

充実 強  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標  

○ 県民 ン 活動参加率      32.2％ H28    40.0％ H32  

県 ン 調査  

○ や 社会 献基金 成 計  358 百万 ～H27    459 百万 ～H32  

○ 県 等 協働 業数      154 業 H28    170 業 H32  

 

※ や 社会 献基金：身近 地域 問 や社会的 課 解決 等 社会 献活動団体 組 業

支援 良い地域社会 く 目的 成 「0 県民 企業 寄付金 県 出金 造成 基金  

※ 定 法人： 法人 う 経常 入金 占 寄付金等 入金 割合 「0％ あ 一定 基準   

満 い 所轄庁 都 府県又 指定都市 定 法人 定 法人 寄付者及 定 法人  

い 税 優遇措置 講  

※ 中間支援組 ： 等 県民 企業 行 等 間 立 多方面 等 活動 支援 組 主 中間支援機能   

情報 信 相談 人 育成 ン 能力 向 支援等 あ  

 

 県民・ ・企業・大学等との連携・協働 

県民 等 連携 協働 

 

 

 

  

 県民 等 連携 協働 推進 

 や 社会 献基金※ 活用 業や県 等 協働 業 通   

県民 等 連携 協働 推  

 

 等 活動基盤 充実 強化 

 や 社会 献基金 支援や 定 法人※ 図   

中間支援組 ※等 連携 活動基 充実 強 支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 等 活動基 充実 強 図 県 や地域 課 解決 向   

県民 等 連携 協働 推  

県 等 協働事業等  

連携 協働を推進  

や た社会 献基金 支援等 

 活動基盤 充実 強 を支援  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 企業等 連携 協働  

推進 

協定

相互連携や

県事業

参 協賛 

推進 

 

 

 

 

 

  

企業等 包括連携協定

締結数 8 H28.12 現在  

企業等 連携事業 
や た子育 応援

事業、や た企業

盟、 や た絆 
森協定 基 く森林

整備 等 

 大学等 連携 協働  

推進 

協定

研究開 や

人 育成等

組  

推進 

 

 

 

 

 

 

  

山形大学 包括協定締結、

慶應義塾大学 端生命科学

研究所等 連携 研究

開 等 推進 

 

 

企業 大学等 連携 協働 

 

 

 

 

   企業等 連携 協働 推進 

    企業等 協定締結 相互連携や 県 業 企業等 参 協賛 推  

 

 大学等 連携 協働 推進 

    大学等 協定締結 研究開 や人 育成 人 確保等 組 推  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 企業や大学等 持 資源や知識 活 地域課 解決 組 企業や 

大学等 多様 連携 協働 推  

随時、新た 協定を締結  

随時、新た 協定を締結  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

ふ さ 川愛護活動 

支援事業 や  

事業 等  

活動支援 実施 

支援  

実施 
   

ふ さ 川愛護活動支援 
事業活動団体数 483 団体 
H27  

事業  
録団体数 494 団体 H27  

美 いや た 海

ン 運動 海岸等

清掃 ン 活動  
総参加者数 3,289 人 H27  

 

目標指標  

 ○ ふ 川愛護活動支援 業活動団体数  483 団体 H27    500 団体 H32  

 ○ サ 録団体数       494 団体 H27    520 団体 H32  

 ○ 海岸清掃 ン 参加者数       3,289 人 H27    4,000 人 H32  

第 山形県環境計 中間見直 版 H29.3 見直 定  

 

※ ふ 川愛護活動支援 業：県 協定 締結 団体 実施 県 河川 海岸等 象 環境保全 清掃美

及 啓 等 環境保全 ン 活動 い 活動 担金 交付等 支援 業  

※ サ 業：県 協定 締結 団体 実施 路 美 や歩 除雪 活動 い 活動 担金 交付等

支援 業  

 

地域 多様 主体 河川等 維持管理 

 

 

 

  

   ふ 川愛護活動支援 業※ や サ 業※ 等 活動

支援 実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 地域 民や企業 地域 多様 主体 行う 河川 路 海岸 環境保全    

清掃美 活動等 推  
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※ 指定管理者 ：地方公共団体 設置 公 施設 い 当 地方公共団体 指定 法人や団体 指定管理者 管理

行わ 民間 能力や 施設 管理 営 活 県民サ 一層 向 行 経費   

節減 地域 活性 等 図 い い  

※ 地方独立行 法人： 民 生活 地域社会及 地域経済 定等 公共 見地 地域 い 確実 実施 必要 

あ 務 業 う 地方公共団体自身 直接実施 必要 い 民間 主体 委 確実 実施 確保  

い あ 効率的 効果的 行わ 地方公共団体 設立 法人  

 

 民間活力の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間移譲 ＜ 言通知＞ 

    公 施設 い 引 県 保 必要性 常 検証 営   

希望 業者 い 場合 サ 水準 維持向 留意 民間移譲 検討 

 

民間委託 ＜ 言通知＞ 

    民間等委 推 方針 成 17 7 策定 基 県 例等 踏 え

協働 視点 立 ン 推  

 

指定管理者 度 ＜ 言通知＞ 

    直営 公 施設 い 指定管理者 活用 能性 幅 く検討 

    指定管理者 入施設 い サ 質 向 図 タ ン

通 所管部局 管理 営状況 析 検証 徹底 

 

地方独立行 法人※ 度 ＜ 言通知＞ 

    地方独立行 法人 い 設立 目的 沿 効果的 効率的 業務 営

う 目標 管理 評価 適 実施 

 

公民連携 ※ 民間資金等 活用 公共施設等 整備等 Ｉ※  

＜ 言通知＞ 

    及 Ｉ 手法 い 公共施設整備等 山形県公民連携及   

民間資金等 活用 公共施設等 整備等 手法 入 優 的検討

方針 仮称 成 28 策定 定 基 入 検討 

      整備等：建設 製造 改修 維持管理若 く 営又 企 いい 県民    

サ 提供 含  

 府 動向や 自治体 組 情報 行い 民間 資金や

活用 社会的課 解決手法 多様 手法 い 検討 

 

 

 

 

 

◎ 民間 能力や 活 質 高い行 サ 提供 県民  

サ 維持 向 視点 費用 効果 地域 活性 総合的 考慮

民間 委 等 引 推 いく  

地方行 サ 改革 推 留意 い 成 27 8 総務大臣

通知 踏 え 民間委 実施状況や指定管理者 ※ 入状況等 い 県

い 公表  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 民間移譲 

   検証 検討 

施設  

必要性を 

随時検証 

 

 

 

 

 

 

 

 
民間委 実施状況 

地方行政 ビ 改革

組状況等 総務省調

公表 調査 象

全業務 、 全部委 又

一部委 H27.4 現在  
 

指定管理者 入手

等 ン

基 、 入を推進 
H28.4 現在：168 施設中、 
134 施設 入 79.8％  

 
地方独立行政法人

入状況 山形県 酒田市

病院機構 H20.4 設置 、 
山形県公立大学法人 H21.4
設置 、公立大学法人山形

県立保健 療大学 H21.4
設置  

 
Ｆ 県営 宅建替事業

実施 3 件 
 

／ Ｆ 手法 入優

的検討方針 策定 H28
年 策定を予定  

 民間委  

ウソ ン 推進 

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 指定管理者  

 活用可能性 検討 
検討 

 

 

 

  

 

 
 

 
管理運営状況 析  

検証 徹底 

析  

検証 

 

 

 

  

 地方独立行政法人  

   目標 管理 評価 

実施 

管理  

評価 
   

 Ｆ  

検討方針 基 く 入 

検討 

優 的検討

方針 基 く 

検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様 手法 検討 
情報 集  

入検討 

 

 

 

  

 

目標指標  

○ 地方行 サ 改革 組状況等 総務省調 公表 調査 象業務 い    

全業務 全部委 又 一部委    100％ 維持 ～H32  

 ○ 公 施設 指定管理者 入率 

    79.8％ H28      82.0％ H32  

○ 指定管理者 入施設 サ 提供 管理 営状況 検証 評価 割合 

      32.5％ H27    40.0％ H32  

     評価： サ 向 及 地域 活性 用 確保等 検証 目 い 様書等    

定 水準 回 い 等 優 応 い ～ 段階評価  

 

※ ：５つ継せＮ続 ５三Ｎ不Ｆ下ご ５Ｆ三下Ｓご三上しＮた 略 公民連携 行 民間 連携 互い 強 活

最適 公共サ 提供 実現 地域 価 や 民満足 最大 図  

※ Ｉ：５三Ｎ不Ｆ下ご ＋ＮＳＦＳ続ご IＳＮ下ＮＦ下Ｎ不ご 略 民間資金等 活用 公共施設 整備等 公共施設等 建設 維持管理 営等

民間 資金 経営能力及 技術的能力 活用 行う手法 一類型  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営を希望 事業者 い 場合、 

移譲を検討  

活用可能 施設 い を 入  

入 適当 評価さ た事業 い  

F 手法 整備等を実施  

民間等委 推進方針 基  

ウ ソ ン を推進  
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 行政サ ビ オ プン化 アウ ソ ン 等 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自治体情報 テ ラウ 化 拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考  民間等委託推進方針 住》】.】 策定 概要 

 ＜民間等委託推進 目的＞ 

   県民サ ビ 質 向     

 効率的 効果的 行 運営 

   県民 参 や 等 協働  

暮 や い地域社会 形成 

   地域 活性化 用 創出 

 ＜方向性＞ 

民間 こ 民間 委 基 的 

考え 基 業務 民間等 委託 積極的 

推進 一層 効率化 図  

＜推進 視点＞ 

視点  新 民間等委託 能性  

    検討  

視点  こ 進 一層 

推進  

視点  既 民間等委託 い 業務  

い 一層効率的 効果的  

委託 能性 い 検討  

地方行政サ ビ 改革 関す 留意事項 い 助言通知概要  

○民間委託等 推進 

   定型的業務や庶務業務 含 事務事業全般 わ   

民間委託等 推進 観点 改 総点検 実施  

  業務 約 大くく 化 団体 事務 共 実施  

事務 総 確保や 様書 詳 化 工夫 行い  

委託 能性 検証  

  公営企業 い 中長期的 経営計 あ 経

営戦略 策定 経営基盤強化等 組 推進 各

水 事業及 水 事業 い 経営比較 析表

作成及 公表 推進  

  第 タ い 経営状況等 把握等

的 踏 え 抜 的改革 含 断

効率化 経営健全化 適 組 こ 推進  

 公営企業･第 セ タ 等 経営健全化 

○指定管理者 度等 活用 

  公 施設 い 指定管理者 度 入済 施設 含  

管理 あ 方 い 検証 行い 効果的 効率的 運営  

  複数施設 一括指定や公募前 話 入等 参入環境 整備 

や施設業務 部 的 入等 幅広い視点 管理 あ 方 

い 検証  

○地方独立行 法人 度 活用 

  事務事業 廃 や民間譲渡 能性 検討 自   

実施 効率的 効果的 行 サ ビ 提供

場合 活用 検討  

○B５R 手法や I（T 活用 業務 見直  

  事務事業全般 渡 B５R 手法 活用 業務

見直 やI（T 活用等 通 業務 効率化  

  特 民サ ビ 直結 窓口業務 見直 や職員  

業務効率向 庶務業務等 部管理業務 見直

点的 実施  

  複数団体共 ウ 化 自治体 ウ コ

削減 業務 担 軽減 業務 共通化 標準化 ュ

水準 向 及 災害 強い基盤構築 観点 そ 積極的

入 検討  

  情報 形態やコ 現状 い く認識

コ ュ ョン比較等 実施 あわ

業務 担 軽減 ュ 向 災害時 業務

性等 い 考慮  

○業務改革 推進 民間委託や ウ 化等 各地方自治体 け 組状況
比較 能 形 公表 組状況 見え 化 実施  

○総務省 い こ 推進状況 い 毎 度 ッ そ 結果
広く公表  

参考  地方行政サ ビ 改革 推進 関す 留意事項 

い 付け総務大臣通知 概要 

 地方自治体 財政マネ ン 強化 

○公共施設等総合管理計 策定 進 

  成 「8 度 長期的視点 立 公共施設等

総合的 計 的 管理 行う 計 策定

公共施設等 約化 複合化等 踏

込 計 こ 推進  

○統一的 基準 地方公会計 整備 進 
  原則 成「】～「重 度 」 間 固定資産

帳 含 統一的 基準 務書類等 作成  

予算編成等 積極的 活用  

○公営企業会計 適用 推進 
  成 「】～」》 度 』 間 水 事業及 簡易水

事業 点事業 地方公営企業法 全部又

一部 務規定等 適用 公営企業会計 移行  

 PPP PF 拡大  

  公共施設等運営権 度 積極的 入や公共施設

維持更新 約化等 ５５５/５達I 手法 入等 推

進 ５５５/５達I 入 地方 措置 コ

ッ ン 図  

  公共施設等総合管理計 策定 通 ５５５/５達I

積極的活用 検討 固定資産 帳

整備 向 通 民間事業者 ５５５/５達I 事業

参入 進   
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第  県民視点 立 た県政運営 推進 

～情報発信力 強化 透明性 向 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 県内外へ 積極的 情報発信 重点  

県 外 情報 信力 強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 戦略的 情報 信 展開 新  

 情報 信 意義や 県民向 国 外 県 外向 タ や目的 応

効果的 効率的 情報 信 あ 方 県 情報 信 組 評価や成果  

県 知 向 等 把握 活用 戦略的 情報 信 推 方向性

整理 基 指針 ン 策定 

 全庁 挙 情報 信 推 体 整備 部局 断 調整会議 設置  

 職員一人 報 ン 営業 ン あ 意識及 信力 向

図 情報 信 研修 充実や職場 意識付 推  

 

 効果的 情報 信 推進 

 様々 報媒体 活用 情報 鮮 維持や 容充実 信手段 多様 活動

強 等 通 県 情報 信や 県 魅力 信等 効果的 推  

      県 報 県 県 動 ン ワ ン     

サ ※ タ 等 活用 

報 機 情報提供 民間 大学 団体 連携 情報 信 

山形 ン 特命大使※ 戦略的 ョン 推  

県民 県 信頼 理解 深 山形 魅力 く知 う 県 外  

情報 信力 強 図 県民 や県 営 透明性確保 向 情報公開等

組 推 法 遵 等 徹底や業務 効率 県民利便性 向 機管理

機能 充実等 図 県民 期待 応え 県民視点 立 県 営 推  

◎ 県民 県 理解 参加 県民向 県 情報 積極的 信  

山形 魅力 く知 う 国 外 県 外向 効果

的 情報 信 いく 併 情報 手 タ 視点 立 伝わ

情報 信 県行 質 向 繋 いく  

県民向 積極的 情報 信 

県 理解 参加 県民 や い情報 信や報 機 情報提供等  

積極的 推  

   国 外 県 外向 効果的 情報 信 

「0「0 東京五輪等 開催や や 創生 推 等 見据え 間 特 山形 魅力   

く知 う 国 外 県 外 戦略的 効果的 情報 信 推  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 戦略的 情報 信 展開 ＜主 県民向 ＞ 
県 H26
ニュ  

コンビニ等 県政情報

掲出 H25～H27 累計： 
タ 130 種、 ン

139 種  

広報 等

研修会 開催 毎年  

＜主 国 外 県 外向 ＞ 
動 、SNS 等新た 情報 

媒体 活用 

県外在 等

実施、県産品

等 情報 信 

山 形 ン 特 命 大 使  

活用 H28～  

 

情報 信  

基 指針 ン

策定 

検討 策定 
指針 基 く

組  

 

 

 

 

 
全庁的 推進体  

整備 

整備 運営 

 

 

 

 

 

 
 

 
職員 意識 信力  

向  

研修等  

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 効果的 情報 信  

推進 
推進  

 

 

 

 

 

目標指標  

○ 情報 信 基 指針   基 指針 ン 策定 H29  

○ 県 情報 信向 評価 県 ン 調査等  

H29 実施    昇 H32  

 

※ ワ ン サ ：サ 録 い 会員 互い 情報 交換 ンタ サ

即Ｔ続ＮＦせ ３ご下与Ｔ三ＰＮＳg 即ご三不Ｎ続ご 略 いう 主 タ―や あ  

※ 山形 ン 特命大使： 山形 ン 確立 山形 知 や山形 価 向 図 又

ン 活躍 方 情報 信力 高い山形 ゆ あ 方 山形 ン 特命大使 任命 山形 魅力

国 外 信 いく  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部局を 断 調整会議 設置等  

職員一人 ､広報 ソン、 

営業 ソン あ 意識及  

信力 向 を図 研修や職場  

意識付 を推進  
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※ 県 直行便：県庁舎 総合支庁や市 窓口等 人払い 設置 く県民 意見 聴 組  

※ 県 ン 調査：県民 生活 県 県民 意識 把握 今 施策 企 立案並 執行 基礎

資料 行う ン 調査 毎 実施  

 

 県民との対話を重視した県政運営 

県民 話 視 県民 声 的確 把握 

 

 

 

  

 県民 話 推進 

 県民各層 地域 民 若者 高齢者 各種団体 等 知 等 直接

推  

 職員 出前講 や施設見学会 推  

 

 県民 声 把握 組織全体 共有 

 県民 意見等 い 県庁 県民相談窓口 各総合支庁 総合案 窓口     

県 直行便※ 県 等 通 幅 く 付 応状況 い 県

公表 うえ 職員間 情報 共  

 県 ン 調査※ 等 通 県 施策 県民意識や 的確   

把握 

 

 意見公募 ッ コ ン ※ 推進 

 県民 積極的 利用 う ン 手 指針 成 23

1 改 基 県 実施 告や報 機 資料提供 意見募

期間 確保等 適 用 推  

 

 民参 ッ ン ン ※ 推進 

 公共 業 計 策定等 あ 民 計 段階 参 ン

ン 実施 地域 民 意見 適 映 

 

 審議会等委員 幅広い選任 

 審議会等 設置 営 指針 成 23 12 改 や 山形県男女共 参

計 成 28 3 策定 等 基 複及 長期就任 見直 や 女性 若者 「0

歳 及 」0 歳 公募委員 積極的 起用 推  

 

 

 

 

 

 

 

◎ 県民 県民視点 大 県民第一主義 県民 声 幅 く   

的確 把握 県 営や各部局等 施策展開 映  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 県民 推進 

県民各層 

等 

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事 訪問

開催 H22～H27 累計： 
78 団体、1,171 人参加 

 
県民 意見 付  

HP 公表  H25～H27
累 計： 1,835 件 HP   

公表 618 件  

 
コ ン 実施 

H25～H27 累計：実施件数 
110 件、意見 1,079 件 

 
ン ン

実施 
農業農 整備事業

ワ ョ 開催  18
地 、生 物調査 40 地  
H25～H27 累計  

 
審議会等委員 用状況 
女性委員 用率 51.4％ 

H27 、若者委員を 1  
用 い 審議会

等 割合 100％ H28  

 県民 声 把握  

組織全体 共有 

県民  

意見 付 

 

 

県民ニ  

的確  

把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 コ ン 推進 推進   

 

 

 

 

 ン ン  

推進 
推進   

 

 

 

 

 審議会等委員 幅広い 

選任 

推進 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標  

 ○ 知 訪問※          間 20 件  

 ○ 女性委員 審議会等 用率     51.4％ H27    50％ 維持 ～H32  

  山形県男女共 参 計 H28.3  

 ○ 若者委員 1 用 い 審議会等 割合 

100％ H28    100％ 維持 ～H32  

審議会等 若者委員 用 推 い H23.12  

※ ン ：意見公募 県 施策 基 的 計 等 立案 過程 い 当 立案 容 必要    

県民等 公表 い 提出 県民等 意見 映 機会 確保 意見 県   

考え方 公表 一連 手  

※ ン ン ： 民参 公共 業 計 策定等 い 地域 民 意見 表明 う 場 設    

寄 意見 計 映  

※ 知 訪問：知 各 い 活動 い 団体や 方々 活動 現状や課 い 聞く 業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎年 、県政 ン 調査を実施  

若者、高齢者、各種団体等、 

県民各層 直接 を実施  

県民 意見 応状況を HP  

公表、職員間 情報共有  

女性、若者等 積極的 起用を推進  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 情報公開 推進 

情報 開示

提供 公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報公開窓口利用者数 
1,933 人 H27  

 
 山形県 ン タ タ

公開 タ 数 
37 H28.12 現在  

 
公共事業評価 H27 実績：

事前評価 2 件、事業中評価

38 件、事 評価 10 件 

 ン タ 推進 

公開 タ

拡大 充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公共事業評価 推進 推進   
 

 

 

目標指標  

 ○ 山形県 ン タ タ 公開 タ 数 

    37 H28    150 H32  

 県政運営の透明性の確保 

情報公開 情報開  ＜ 言通知＞ 

 

 

 

  

 情報公開 推進 

 山形県情報公開条例 基 県 保 公文書 請求 応 適 開示

行 情報 ンタ 及 総合支庁 総合案 窓口等 行 資料等  

情報提供 適 実施 

 審議会 会議情報や県 推 ※ 情報等 県 情報 県

等 公開 

 地方行 サ 改革 推 留意 い 成 27 8 総務大臣通知

踏 え 民間委 実施状況や指定管理者 入状況等 県 地方行 サ

改革 組状況 県 い 公表 再掲  新  

 

 公共 タ 民間開 ン タ※ 推進 新  

 山形県 保 タ 利用推 ン 成 27 3 策定

基 県 山形県 ン タ タ 公開 タ 大 充実 

 

 公共事業評価 推進 

 山形県公共 業評価実施要綱 成 25 4 改 基 各段階 前 業中

評価 い 山形県公共 業評価 視委員会 外部 識者 構成 意見

聴 評価結果 公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 行 資料 情報 迅 適 公開 公表 推 説明責任 果

県行 透明性 確保  

毎年 、地方行政 ビ 改革  

組状況を HP 公表  

ン 基 、 ン タ 

タ 公開 タを拡大 充実  



- 「「 - 

工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

統一的 基準  

務諸表 作成 公表 

新た  
務諸表  

作成 公表 
H29～  

 
新た  
務諸表  

活用方策  
検討 活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
複式簿 生主義会計を

活用 た 務諸表 作成

公表 H20 決算～  
 
 
 
 
 
 
HP い 、毎年 、健全

断比率等 状況や 政

状況資料集を公表 

政状況資料集等  

作成 公表 
作成 公表   

 

 

 

 

目標指標  

 ○ 統一的 基準 務諸表   作成 公表 H29 ～  

 

※ ：５せＦＳ 計 策定 ）Ｔ 実施 （しご続Ｐ 検証 A続下ＮＴＳ 見直 視点 中 込

断 サ 的 改善 推 ン 手法  

※ ン タ： 利用 能 ン タ 自動的 タ 再利用 加工 等

形 公開 タ 行 透明性 信頼性 向 国民参加 官民協働 推 経済 活性 行 効率 いう    

意義 目的 府 推 い  

※ 統一的 公会計：総務省 示 固定資産 帳 整備 複式簿 入 前提 統一的 基準 基 作成 務

書類 統一的 基準 地方公会計 整備 い 住「貸.1 総務大臣通知 原則 成 「貸    

成 「重 間 全 地方公共団体 い 作成 要請 い  

 

統一的 公会計※ 整備 公表 ＜ 言通知＞ 

 

 

 

  

 統一的 基準 地方公会計 整備 い 成 27 1 総務大臣通知   

踏 え 統一的 基準 務諸表 作成 公表 成 29 ～  新  

 県 状況 い 県民 理解 得 う 地方公共団体 健全  

法 基 く健全 断比率等 状況や 歳入歳出決算や各種 指標等   

状況 析 情報 状況資料 整理 公表 

統一的 基準 務書類 作成  

 生主義 複式簿 入 統一的 基準 基 い 民一人当 資産 債 及 行

サ 要 算出 等 務 析 実施 能  

        固定資産 帳 整備 資産 減価償 費 計 用い 老朽 比率等 算出 公共 

施設 ン 活用 能  

        務書類 作成基準 統一 客観性 比較 能性 確保  

等 観点 務書類等 地方公共団体 ン 及 ン 機能 向

う う 務書類等 作成 く 算

成や行 評価等 積極的 活用 いく 期待 あ  

地方公会計 活用 あ 方 研究会報告書 成 28 10 総務省 要約  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

 

 

H30 降、各都 府県 新た 務諸表  

作成 公表さ 予定 た 、類似団体  

比較 析 可能  

◎ 固定資産 帳 整備 複式簿 入 前提 統一的 基準 地方公会計

整備等 通 県民 や い決算情報 提供  
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 県民の期待に応える信頼性の高い県政運営 

法 遵 等 徹底 

 

 

 

  

 県民 信頼確保 向け 公務員倫理 徹底 

 職員 法 遵 や 職務専念義務 意識 徹底 山形県職員服務規程 成 24 4 最終改  

 職員 倫理保持 徹底 山形県職員倫理規程 成 22 4 最終改  

 

 確実 適 事務執行 確保 

 務 適 執行 向 緊急 成 20 8 策定 及 連 務処理

適 各種通知 周知徹底 日常 業務 定着  

組 組 的 推  

 地方自治法 改 動向 踏 え 務処理 適 確保

評価 自 ン 部統 あ 方 検討 新  

     地方公共団体 部統 入 報告書 成 26 4 総務省 具体的

設計案 部統 基 方針 作成 公表 部統 体 整備 用 部統 状況   

評価報告書 作成 報告書 査委員 査 査委員 意見 付 報告書 議会   

報告 議会 報告 報告書 公表 い 示 い 期待 効果

首長 ン 強 査委員 役割 強 議会及 民 視 断 

料 提供 民 行う選択 基 い 挙 い  

 

 情報資産※ 適 管理 新  

 山形県情報 ※
成 28 3 改定 基 県 保    

ンや電磁的 録媒体 情報 及 扱う情報等 情報資産  

適 管理 情報 サ 攻撃等 脅威 策 推  

 

 個人情報保護 度 適 運用 

 個人情報 扱い 実務研修会や全庁的 総点検等 通 山形県個人情報

保護条例 基 く適 用 推  

 

 暴力団排除 徹底 

 山形県 務及 業 暴力団排除 要綱 成 24 7 策定 基

県 務 業 暴力団 排除 徹底 

 

 

 

 

◎ 確実 適 務執行 確保 個人情報保護 適 用 行う   

法 遵 等 徹底  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 県民 信頼確保 向 た 

公務員倫理 徹底 

法 遵 や

倫理保持

徹底 

   

所属長等を 象 祥事

再 防 向 た研修 を

実施 H27  

 確実 適 事務執行 

確保 

各種通知

周知徹底 

 

部統

あ 方  

検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確実 適 事務執行を図

た 、関 法 及 通知

等 遵 を徹底 通知 出：

H27.3、H27.7、H28.2 

 情報資産 適 管理 

適 管理 

推進 

 

情報 ュ 

策 

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県情報 ュ  

改定 H28.3  
 
情報 ュ 事故等  

応 た 緊急時 応

計 ※ 策定 H28.12  

 個人情報保護  

適 運用 
適 運用   

 

 

 

個人情報保護   
担当職員研修会等 開催 

 
各種事務要綱等 暴力団

排除 規定を整備 
H28.3 実績：累計 112 件 

 暴力団排除 徹底 組徹底   

 

 

 

 

※ 情報資産： ンやサ 等 機器 電磁的 録媒体 ワ 情報 及 扱う情報

帳票及 文書 含 等 あ 県 保 又 契約 使用等  

※ 山形県情報 ：県 保 情報資産 適 保護 県 行う情報 策 い   

総合的 体系的 あ 明文 県 情報 考え方 全職員 共

情報 強 維持 図  

※ 山形県情報 緊急時 応計 ：県 保 情報資産 侵害 生 場合又 生

あ 場合 い 連絡 証 保全 被害 大 防 再 防 等 措置 迅 適 実施 執行体

や 応手 等 定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

地方自治法 改 動向を踏 え、 

基 方針 作成や体 整備等を実施  

情報 を 攻撃等 脅威 

策を推進  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

実施 

  評価 検証、公表、 

次期施策 事業 映 

実施   

 

 

 

 

 

 

施策及 事務事業 い

外部評価 検証を 、予算

編成 映 H25～H27  

事務事業評価 進 方を 
見直 H28.9  

 

県 推進 向け サ 実施 

 

 

 

 

  

 施策 務 業 い 各部局長等 ン 部評価  

及 識者 外部評価 検証 山形県総合 策審議会 山形県行 支出点検 行

改革推 委員会 実施 期施策 業 映 

 部局 営 短期 ョン ン 組状況 推 方向 務 業 見直

成果及 主要 業 目標 成 等 い 県 公表 主要 施策

成果 い 議会 提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 総合 展計 推 各部局長等 主体的 部局 営 中心

全庁 断的 組 効果的 効率的 推 サ Plan 計 策定  Do

実施  Check 検証  Action 見直 サ 実施  
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※ ：Bつ上ＮＳご上上 ５三Ｔ続ご上上 Rご-ごＳgＮＳごご三ＮＳg 略 業務 再構築 業務 効率性や生産性 改善 現在    

や 方 抜 的 見直 再構築  

※ 地域経済 析 ： 府 地域経済 わ 様々 タ 企業間 引 人 流 人口動態等    

わ や く 見え 視 構築 地方自治体 真 効果的 地方版

総合戦略 等 立案 実行 検証 支援 ：RごgＮＴＳＦせ ＊続ＴＳＴＲと 即Ｔ続Ｎご下と AＳＦせとどＮＳg 即と上下ごＲ

略  

 

業務効率化 推進 県民利便性 向  ＜ 言通知＞ 

 

 

 

  

 業務 再構築 ※ 情報通信技術 Ｉ 活用等 業務 見直  

 務 業全般 わ 手法 活用 業務 見直 やＩ   

活用等 通 業務 効率 推  

 業務全般 わ 改善 無駄 省く いう意識  

職員 勤務時間 業務 終了 う 資料作成や調査業務等 見直 行う

務 厳選 行う 務作業 見直 推 職員 自主的 主体的 組

や職員提案 実施  

 務 業 見直 や改善 い 部局長 ン 部局 検討   

組 業務 縮減 時間外勤務 縮減 推 再掲  

 各種計 策定や施策 立案 検証等 効果的 効率的 行う 地域経済   

析 ※等 タ 活用 推  

 

 事務手 簡素化 県民利便性 向  

 県 申請書類 簡素 様式 添付書類 簡素 押 廃 等 推  

 電子申請 施設 約サ や ｅ申請 周知 図 所変更等

定例的 手 や ン 申込 等 付 公 施設 約 申請等 更   

業務 利活用 推  

 

 情報 全体最適化 

 山形県情報 全体最適 計 第 成 28 3 策定 基 基

統合や サ ※ 活用等 通 県 情報 全体 適 や

業務 効率 推  

 業務再構築 伴う大規模 開 い 務効率 推 委員会 部局長等

構成 い 妥当性 検証 

 

 公共事業支援統合情報 Ｌ ／ ※ 推進 

 公共 業支援統合情報 公共 業 情報 電子 一連   

業務 積算 入 閲覧 注 支出 効率 推  

 

 

 

 

 

 

◎ 務処理 要 時間 短縮 経費 縮減 図 業務 簡素 効率  

務手 簡素 一層推 県民利便性 向 図  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 Ｒ Ｔ 活用等  

業務 見直  

見直 改善 

推進 
  

 

 

総 務 事 務 を 入

、庶務業務を電子 集約

H22 年 ～  

“活 活 職場 く ”運動

一環 、 事務作業見直

点 検 を 活 用 た 

見直 を推進 

 事務手 簡素  

県民利便性 向  

簡素  

利便性向

推進 

  

 

 

 

県 申請書類 簡素

様式 添付書類 押 廃

等 を推進 

庁 各課及 市

、 や たｅ申請 活用

働 を実施 

 情報  

全体最適  

基盤統合や 

ウ  

ビ 活用 

等 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県情報 全体

最適 計  第１次～第

３次 基 、 間

統合等を推進 

公共事業支援統合情報

い 、電子入 や

電 子 閲 覧 等  
再開 機器更新等を実施 

 公共事業支援統合情報 

推進 

 

運用 
  

 

 

 

 

目標指標  

 ○ や ｅ申請 利用件数 

    8,589 件 H27    12,000 件 H32  

 ○ 基 統合や サ 活用 情報 用  

  H27 比 3 割削減 H32  

山形県情報 全体最適 計 第 H28.3  

※ サ ： ン タ資源 サ ョン等 い 利用者 要求 応 ワ 通

サ 提供 形態 総称  

※ 公共 業支援統合情報 Ｌ ／ ：公共 業 情報 電子 ンタ 等 Ｉ 技術 用い

情報 共 連携 図 電子入 電子閲覧 電子納品保管管理 建設 業情報総合

管理 等 構成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

大規模 開 い 、 

事務効率 推進委員会 妥当性を検証  

業務 見直 や Ｔ 活用、 

職員 自主的 主体的 組 、 

職員提案 等を実施  

申請書類 簡素 、や たｅ申請  

利活用を推進  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 建設工事等  

入 契約 改善 

社会情勢

変 応  

適時改善 

  

 

 

 

 

入 価格調査基準  
引 H28  等 

 物品購入等  

地元調 運動 推進 

地元調  

運動 推進 

 

 

県産品愛用

運動 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地元調 率 H27 ：物品 10
万 95.9％、 物

250 万 99.7 ％ 、  

業務委 100 万

99.4％ 

 

目標指標  

 ○ 10 万 物品 地元調 率     95.9％ H27    95％ 維持 ～H32  

250 万 物 地元調 率  99.7％ H27    95％ 維持 ～H32  

100 万 業務委 地元調 率 99.4％ H27    95％ 維持 ～H32  

 

※ 県産品愛用 動：県民 県産品 知 使 良 県外 信 いく 県産品 購入    

県 生産 増加 用 場 確保 所得 増加 消費 大 いく いう県 経済 環 輪 形成

目的 動  

 

公共調 度 改善 

 

 

 

 

  

 建設工事等 入 契約 度 改善 

 山形県公共調 評議委員会 外部 識者 構成 改善 調査

審議 踏 え 品質確保や過 入 策等 社会情勢 変 等 応 適時

適 改善 実施 

 

 物品購入等 地元調 運動 推進 

 物品調 等 地元企業 注機会 大等 方針 成 21 12 決定

基 物品購入や業務委 等 県 企業 注機会 大 地元調   

動 推  

 物品購入 い 県産品愛用 動※ 沿 県産品活用 推  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

◎ 建設工 及 物品購入等 公共調 入 契約 い 公 性 競 性  

確保 加え 品質 価格 適 考慮 県民経済 展 寄 目的   

改善  

毎年 成果等を踏 え、当 運動  

拡大を検討  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 条例 定 拡大 伴う 

適 応 

法 等  

新た 動  

適 応 

  

 

 

 

 

 

 

 

条例 県独自基準  

設定例： 
保育所乳児室 面積、 
指定 護老人施設  
居室定員、県 構造 
基準 等 

 国 地方 限移譲 

推進 

限移譲 

推進 
  

 

 

 

 

 

 

政府 ワ 地方

移管 を提案 H27.6  
第６次地方 一括法 施行

H28.8 、地方版

ワ 設置 可能  

 

※ 提案募 方式：個々 地方公共団体 地方 改革 提案 く募 方式 全国的 改 地方

限移譲 規 和 提案や 全国一 移譲 難 い場合 個々 団体 意 応 選択的 移譲 提案 象

 

 

地方 権改革 動 踏 え 施策 推進 

 

 

 

 

  

 条例 定権 拡大 伴う適 応 

 法 義務付 枠付 見直 条例 定 大 県 実情

合致 条例 定 法 等 新 動 踏 え 適 組 推  

 

 国 地方 権限移譲 推進 

 県 実情 施策 主体的 積極的 行え う 提案募 方式※ 活用

国 限移譲 推  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 地域 実情 合 行 サ 提供 実現 府 地方 改革

動 踏 え 国 限移譲や義務付 枠付 見直 等 積極的 適

応  

提案募集方式を活用  

義務付 枠付 見直 伴う、 

県実情を踏 えた条例 定を推進  
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※ 減災：災害時 い 生 被害 最 組 防災 被害 出 い 組 あ 減災

あ 防 い被害 生 想定 うえ 被害 減 い う  

※ 山形県災害 ン 支援 ワ 連絡会： 常時 災害 備え ン や 間 断的 ワ

形成 いく 山形県社会福祉協議会や災害 応 県等 設置 組  

※ 山形県災害 ン 支援 部：大規模災害時 山形県災害 ン 支援 ワ 連絡会構成団体 組

県 外 ン 誘 や県 外 災害支援 連携 実施 市 災害 ン ンタ

支援 行う組  

※ 市 災害 ン ンタ ：大規模災害時 市 や市 社会福祉協議会等 災害 ン 被災者

調整 等 行う 設置 組  

 

 県民の 全・ 心を る危機管理機能の充実 

  

 

 

 

 

 

  

事前防災 減災等 多様 主体 連携 協働 

 市 連携 協働 推進 

 地域防災力 強 向 自主防災組 育成 強 や災害時要配慮者避難支援  

策等 組 推  

 市 連携 各種防災訓練 実施 県 市 防災

合 研修 開催 

 

 企業等 連携 協働 推進 

 山形県災害 ン 支援 ワ 連絡会※ 活動 通 大規模災害時

山形県災害 ン 支援 部※ 滑 設置 営や 市 災害 ン

ンタ ※ 滑 設置 営 体 整備 支援 

 大規模災害時 物資調 や役務 提供等 企業等 応援協定 い 実施  

体 整備及 訓練 実施等 実行性 確保 新 協定 締結  

検討 

 

 広域連携 推進 

 県等 相互応援協定や 山形県災害時 域 援 成 28 策定   

定 い 定期的 情報交換や訓練等 実効性確保 向 組 推  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

◎ 大規模災害等 県民 生命 産 山形県防災基 条例 仮称 成 28

定 定 前防災及 減災等 山形県強靭 計 成 28 3 策定

等 基 多様 主体 連携 減災※等 組 推 県  

機 応力 強 図  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 事前防災 減災等  

市 連携 協働  

推進 

市  

連携 協働 

地域 

防災力 強  

 

市  

連携 た 

訓練や研修 

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県防災基 条例 定

28 年 定予定  
 

防災訓練参加者数 
29,706 人 H27  

 
 

山形県災害 ン 支援

部設営 ニュ 及  

山形県災害 ン 活動

支援指針 見直 H28.3  

企業等 協定を踏 えた 
災害 応準備率 97％ 

H27  

大規模災害時等 海

東 ８ 県相互応援協定

改 H26.10  

山 形 県 災 害 時 広 域 援 

ニュ 策定 H28 年

策定予定  

 事前防災 減災等

企業等 連携

協働 推進 

等

連携 協働 

推進 

 

企業等

連携 協働 

推進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事前防災 減災等

広域連携 推進 

定期的  

情報交換や

訓練等 

実施 

  

 

 

 

 

 

 

目標指標  

 ○ 県 市 又 県 市 合 実施 防災訓練 参加者数 

  29,706 人 H27    38,000 人 H32  

前防災及 減災等 山形県強靭 計 H28.3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主防災組織 育成 強 や 

災害時要配慮者避難支援 策等を推進  

災害 ン 関 体 整備等を 

推進  

応援協定 実効性確保 向 た 組 等 

を推進  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 県 業務 計  

策定等 

県庁舎等  

 

点検 見直  

 

重要

Ｔ－

策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県庁舎業務 計

地震災害編 策定 H26.9 、

総合支庁業務 計

策定 H28.2～3  

山形県 Ｔ－ 策定

ン 策定 H26.3  

各所属 機管理 ニュ

点検 訓練実施を推進 
訓練実施率 88％ H27  

防災 HP ち 防災や  
た や 山形県河川 砂防

情報 等 、防災 

情報を や 信 

県防災行政通信ネ ワ

再整備 H29 年  

完了予定  

 職員 機管理能力

向  

研修 訓練

等 実施 
  

 

 

 

 災害時等  

効果的 情報 信 

適時適  

情報 信 

 

情報伝  

手段 多様

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標  

 ○ 機管理 訓練実施率  88％ H27    100％ H32  

※ 業務 計 ：災害時 行 自 被災 人 物 情報 利用 資源 約 あ 状況 い 優 的

実施 業務 非常時優 業務 特定 業務 執行体 や 応手 必要 資源 確保等 あ

定 計 ：Bつ上ＮＳご上上 （ＴＳ下ＮＳつＮ下と ５せＦＳ 略  

 

機 応力 強化 

 県 業務 計 ※ 策定等 

 山形県庁舎業務 計 地震災害 成 26 9 策定 や 総合支庁業務

計 成 28 2 又 3 策定 等 い 訓練等 通 計 定期的 点検 行う

必要 修 実施 

 山形県庁舎業務 計 地震災害 非常時優 業務 い 山形県

Ｉ － 策定 ン 成 28 3 改定 基 業務 実施

情報 要 策定 推  

 

 職員 機管理能力 向  

 研修や訓練等 通 職員 機管理 意識や 応力 強  

 機管理確 間 設定 各所管業務 定期的 点検

具体的 想定 基 く訓練 実施 

 

 災害時等 け 効果的 情報 信 

 県 開設 防災 防災や ！ や 山形県河川    

砂防情報 等 い 防災情報 適時適 信 

 防災行 無線や 緊急 タ 緊急 報 等 県民    

情報伝 手段 多様 推  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県庁舎及 総合支庁  

定期点検、必要 修 を実施  

Ｔ－ ン 基 、個 情報 

策定を推進  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 職員 意識や組織風土

改革 

職場

や職員

自主的  

主体的  

組 実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員一人 意識改革

風通 良い組織風土を

醸成 た “活 活  

職場 く ”運動を推進 

 多様 人 育成方策

実施 

研修や職場

人

育成 推進 

 

 

 

 

  
新た 山形県職員育成基

方針 策定 H27.1  

 

第  自主性 自立性 高い県政運営を支え 基盤 く  

～限 た行財政資源 最大効果 発揮～ 

 

 

 

 

 

 

 県民 た 県庁 く  

責任感 持 自 考え行動 意欲あふ 人 く  

 

 

 

   

 職員 意識や組織風土 改革 

    職員研修や職場 通 職員一人 県民視点 視

現場主義 基 的 姿勢 定着 

    職員 自主的 主体的 組 や職員提案 実施 

 

 多様 人 育成方策 実施 

    県民 的確 応 職員 育成 向 山形県職員育成基 方針 成

27 1 策定 基  

     民間等 交流研修及 職員 策形成能力や専門性 高 研修 

職 毎 必要 能力 職務遂行能力及 組 ン 能力 開 向

研修 

    人 評価 等 活用 職場 人 育成 

   等 多様 人 育成方策 実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や 創生 向 限 行 資源 最大効果 揮 自主性 自立性

高い県 営 推 支え 人 育成や 簡素 効率的 組 機構 構築  

持 能 基 確立  

◎ 今 山形県 展 向 責任感 行動力 持 県民 活力あ 山形県

創 いく職員 育成  

職員一人 、 県民視点 、 重視 、 

現場主義 基 姿勢を定着  
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職員 能力 最大限 引 出 人 活用 

 

 

 

   

 職員 士気 高 人 活用 働 や い職場 く  

    人 評価 実施 通 職員 意欲 能力 向 図 職員 能力

や実績 活 人 活用 推  

    職場 ン 防 等 指針 成 11 4 策定

及 職場 ワ ン 防 等 指針 成 26 4 策定 等

基 ン 防 推  

    職員 健康 く 指針 成 28 4 改 や チ ※

基 職員 ンタ 策 推  

 

 ワ ン 一層 推進 

    知 部長 ワ ン 推 部 成 28 12 設置     

い 活 活 職場 く 動 実施 組 や 山形県特定  

業主行動計 成 28 3 策定 組 一体的 推 職員一人

意識改革 家庭生活 両立 能力 揮 職場環境 整備 推  

 時間や場所 捉わ い 柔軟 多様 働 方 能 う服務 充実 

 業務 縮減や時間外勤務縮減 向 組 推  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 女性職員等 活躍 場 更 拡大 

    山形県庁版 女性職員 ※ 作成や研修等 通 女性職員    

ョン 持 意識啓 推  

 職 応 能力開 図 個々 女性職員 能力 意欲や 踏 え  

多様 施策部門や管理職 積極的 用 推  

◎ 職員 能力や実績 活 人 活用 行う 職員 明 く元気 働  

職場 く 推  

参考  ワ ライフ バラン 推進本部  概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置趣旨  

職員 明 く元気  

働け 職場 く  

推進や 育児 介護   

多様 事情 抱

え 職員一人

事 家庭生活

両立 能力

揮 職場環境

整備 一層  

組 いく  

ワ

ン 推進 部 設置

住「8.》「.「】  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 職員 士気を高  

人 活用 働 や い 

職場 く  

人事評価 

実施 

 

ン

防 及  

ンタ  

策 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人事評価 象を全職員

拡大 H27.10 、地方公務員

法 基 く人事評価 実施 

H28～  
 

職場 ワ

ン 防 等 関 指針

策定 H26.4  
 
 
次世 育成支援 策推進法

女性 職業生活

活躍 推進 関 法

基 く、新た 山形県特定

事 業 主 行 動 計 策 定

H28.3  
 

ワ ン 推進

部 部長：知事 設置

H28.12  
 
 
 

 ワ ン

一層 推進 

職員 意識 

改革 職場 

環境 整備 

推進 

 

多様 働 方

を可能

服務  

充実 

 

業務量  

縮減や時間

外勤務縮減

等 組

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 女性職員等 活躍 場

更 拡大 

管理職等 

用等 

推進 

 

 

 

 

  
管理職 占 女性職員

割合 10.1％ H28.4 現在  

 

目標指標  

 ○ 男性職員 育児休業 得率 知 部局   7.0％ H27    20％ H32  

 ○ 男性職員 妻 出産時 子育 休暇 育児参加休暇 得率 知 部局  

 45.2％ H27    全員 得 H32  

 ○ 管理職 課長 占 女性職員 割合 知 部局    

10.1％ H28    15％ H32  

山形県特定 業主行動計 H28.3  

※ チ ：労働 全衛生法 業者 実施 義務付 社員 職員 心理的 担 程 把握   

検査 チ 及 結果 基 く 師 面接指 実施等 容  

※ ：組 い 社員 職員 目指 い 思う模範 在 あ や具体的 行動 学    

模 象 人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワ ン 推進 部  

各種 組 を推進  

在宅勤務 ワ 推進、 

   時差出勤 拡充、 タ 入 

向 た検討等  
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簡素 効率的 組織機構 実現 

 

 

 

 

  

 新 行 課 等 的確 応 組織体 整備 

    や 創生 実現 直面 多く 県 課 的確 応 う

必要 組 体 整備 複数部局 跨 断的課 総合的 柔軟  

応 う庁 連携 推  

 

 地域課 的確 応 総合支庁 体 整備 

 総合支庁 見直 い 成 28 3 踏 え 実施 見直 検証

市 支援 点 や 庁 適 役割 担 観点 必要 組 体

整備 

 山形市 中核市移行 成 31 4 定 踏 え 山総合支庁及 公所 体

見直  

 

 必要 県民サ ビ 確保 いく 組織体 や組織運営 あ 方 検討 

 出 機 い 成 24 策定 見直 方針 や 社会経済  

情勢 変 等 踏 え 業務 必要性や 約 民間 活用 市   

連携等 観点 各種 検証 行い 組 体 や組 営 あ 方 検討   

必要 見直 実施 

 公 施設 い 引 県 保 必要 あ 否 常 検証

県民サ 向 効果的 効率的 営 図 観点等 指定管理者

適 用及 入 推 一方 営 希望 業者 い 場合 サ

水準 維持向 留意 民間移譲 検討 再掲  

 現業業務 い 県行 担う 役割や県民サ 確保 留意 業務

及 執行体 あ 方 検討 

 

 効率的 事務処理体 目指 断 見直                                                   

    当初 算 成 併 務 業 見直 改善 務 業 再構築 組   

人員体 見直 一体的 検討 

    県 機 務局 置い い 任意団体や審議会等 見直 廃 統合等   

推  

 

 

 

 

◎ 限 行 資源 新 行 課 や多様 県民 的確 応

時 簡素 効率的 組 機構 実現 観点 組 体

や組 営 あ 方 検討 必要 体 整備 行 いく  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 新た 行政課 等  

的確 応  

組織体 整備 

必要 応 た

組織体

見直  

   
観 立県山形 実現 向

、 観 立県推進課 、

ン ウン 国際交流推進

課 を新設 H28  等 
 
総合支庁等 体 整備 

連携支援室 設置、産業

振興機能 見直 、地域振興

局 移行 H28  
 地域課 的確 応

た 総合支庁  

体 整備 

必要 応 た

組織体

見直  

 

山形市  

中核市移行

を踏 えた 

山総合支庁 

関 公所  

体 検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 必要 県民 ビ を 

確保 いくた 組織

体 や組織運営 あ 方

検討 

出 機関や

公 施設、

現業業務

検討 

 

 

 

 

 

  

 

 効率的 事務処理体 を

目指 た 断 見直  

事務事業  

見直 改善 

一体 た 

組織 人員 

体 見直  

推進 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
審議会等 数 

 146 H22 →138 H27  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形市 中核市移行  

伴う体 見直  
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 持続可能 財政基盤 確立 

歳入 確保 

 

 

 

  

 県税収入 確保 
 

◇ 市 連携強化 

 山形県地方税徴 策 部 や各総合支庁税務課 地域協議会 県

市 職員向 研修会や市 言等 実施 

 各地域協議会 い 個人 民税 滞納 案 解決手法 検討 滞納  

案検討会 開催 共 催告や共 徴 等 県 市 連携 滞納整理 実施 
 

◇ 滞納整理 強化及 納税環境 整備 

 自動車 タ 動産 差押えや ンタ 公売等   

積極的 実施 

 自動車保 手 ワン サ ※ 新 稼働 併   

法人県民税及 法人 業税 電子納税 い 検討 

 口 振替 自動車税 個人 業税 ン ン 納付 全税目 ンタ

納付 自動車税 利用  

 

 未収金 策 推進 

 山形県 金 策 部 中心 金 策 総括的 行管理 行い

金 生 然防 生直 期回 回 能性 応

具体的 組 推  

 担当職員 職務遂行能力 向 組 状況 応 債 回 会社や  

弁護士法人等 活用 

 

 益者 担 適 化 

 行 サ 益者 担 適 観点 使用料 手数料 い    

毎 検証 うえ 適 見直 実施 

 

 多様 源 確保 

    ふ 納税 地方創生応援税 企業版ふ 納税 や 社会 献基金

寄附  

    県 報媒体等 企業 告 掲載 推  

    自動販売機設置場所 付や ン ※等 県 産 効活用 推  

 外部資金 積極的 活用 

 基金 特 会計資金 効活用 

◎ 県税 入 確保 ふ 納税 活用や や 社会 献基金   

寄付 図 自主 源 確保  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 県税 入 確保 

市 連携

た 組  

推進 

 

滞納整理

納税環境

整備 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県税 徴 率 向  
現年 課税 ：99.3％→ 
99.6 ％  現 滞 計 ： 97.0％

→98.4％ H23→H27  

市 滞納事案検討会

開催 H27 実績：34 市 、

37 回、246 件 

 未 金 策 推進 

未 金 生

未然防

早期回 等

推進 

 

 

 

 

 

 

  

未 金残高 45.3 億  
→36.9 億 H23→H27  

使用料及 手数料 見直

実施 

ふ さ 納税  
165 百万 H27  

や た社会 献基金

寄附金  
302百万 H27 累計  

ネ ン 入 
243百万 H19～H27累計  

県有 産 売却 有効活用

歳入 4.3 億 H27  
うち売却 2.8 億  
うち有効活用 1.5 億  

 益者 担 適  

使用料  

手数料  

検証  

見直  

 

 

 

 

 

 

  

 多様 源 確保 

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標  

 ○ 県税徴 率 

    現 課税         99.6％ H27    99.7％ H32  

    滞納繰越 含 現滞計  98.4％ H27    98.5％ H32  

 ○ 金残高     36.9 億 H27    毎 減少 

 ○ ふ 納税   165 百万 H27    265 百万 H32  

 ○ 県 産 売 効活用 歳入      12 億 H29～H32 計  

   効活用：県 報媒体等 企業 告 掲載 自動販売機設置場所 付 ン 等  

※ 自動車保 手 ワン サ ：自動車 保 必要 手 税 手数料 納付 ンタ

使 ン ン申請 一括 行う 能 サ 府 成 「重 全国展開や 象手

大 抜 的 大 い  

※ ン ：施設 称 企業 商品 冠 愛称 付 施設 称 使用 わ 施設命

者 ン ンサ 価 得 施設 管理 営 役立  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動産 差押えや ンタ ネ 公売を実施、 

法人県民税 法人事業税 電子納税  

い 検討、口 振替 コンビニ納付等  

利用を 進  

合 研修や滞納事案検討会 開催、 

共 催告等を実施  

ふ さ 納税等 寄附、県 広報媒体等 

企業広告掲載、ネ ン  

県有 産 有効活用等を推進  
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歳出 見直  

 

 

 

 

  

 徹底 歳出 見直 一層 選択 中 
 

◇ 事務事業 見直 改善 

  部局長 ン 職員 現場 実態等 踏 え 自 問 意識 務

業 見直 や改善 提案 行い 提案 部局 検討 うえ 算 成

映 

  ン 徹底 歳出 見直 組

人員体 並行 業務 縮減 時間外勤務 縮減 推  

  主 見直 改善 成果等 い 山形県行 支出点検 行 改革推 委員会

評価 県 公表 

      部局長 ン 視点 務 業 見直 改善 推  

        必要性 視点       役割 担 視点     成果検証 視点 

        業 方 視点    支出 適 性 視点 

        時間外勤務 縮減 業務 縮減 視点 
 

◇ 行 経費 節減 事務 効率化 徹底 

  山形県環境保全率 実行計 第 期 成 28 2 策定 基 省

や節電 等 組 行 経費 節減 推  

  資料作成 調査業務等 見直 や 務 厳選 務作業 見直 推 職員

自主的 主体的 組 や職員提案 実施 再掲  

 

 人件費 適 管理 

    適 定員管理 給 管理 総人件費 増加 抑  
 

◇ 適 定員管理 

     持 能 基 確立 行 改革 組

く 引 簡素 効率的 組 機構 実現 向 断 見直 行う  

     県 業務 行 い 各 い 民間活力 活用 検討

行 サ 提供主体 多様 等 組 機構 構造的 見直 推 いく  

     一方 人口減少 策や災害 応 や 創生 実現等 県 巻く新 行

課 い 的確 応 いく必要 あ  

     踏 え 定員管理 い ン 基

新 行 課 見直 生 出 人員 必要性 厳選 うえ配置

応 限 人 資源 選択 中 効 活用  

 

 

◎ 持 能 営 職員一人 意識 徹底 組   

挙 務 業 見直 改善や行 経費 節減等 歳出 見直 徹底

義務的経費 一 あ 人件費 適 管理 いく  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 徹底 た歳出 見直  

一層 選択 集中 

事務事業

見直 改善

推進 

 

行政経費

節減、事務

効率

徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務事業 見直 改善 
H25～H27 累計： 
経費削減  68.9 億  
削減事務量 8.9 万時間 

 人件費 適 管理 

適 定員

管理 給

管理を推進 

  

 

 

 

 

 

 

 

知事部局 職員数 
 22.8％  1,197 人 

H9 H28    

知事部局 職員給 
 23.7％  80.5 億  

H13 H28  

 

目標指標  

 ○ 務 業 見直 改善  経費削減     80 億 H29～H32 計  

                削減 務    8 万時間 H29～H32 計  

 ○ 県 熱水使用 等 削減 H25 基準 H32 目標  

    電気 7％   ン 軽油 7％  灯油 油 7％   7％  水 7％ 

  用 類 7％  廃棄物 7％ 

山形県環境保全率 実行計 第 期 H28.2  

 

教育委員会 警察 部 特 配慮 要 教育 治 現場機能

い 点 踏 え 途 適 定員管理 組   

 
 

○ 教育委員会 

児童生徒数 減少や学校 統廃合 映 いわゆ 標準法 教職員

定数及 山形県教育振興計 推 等 踏 え 応 
 

○ 警察 部 

警察法施行 定 警察官 定員 基準及 治 維持 必要  

要員 確保 

 

   ◇ 適 給 管理 

職員給 い 引 人 委員会勧告 基 国や 県 均衡 考慮

適 用 行う  
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参考  知事部局 職員数削減 状況    ※最終的 、 入 た形 を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 

職員数 5,259 5,229 5,176 5,126 5,088 5,046 4,971 

 

度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

職員数 4,903 4,839 4,753 4,676 4,578 4,402 4,308 

 

度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

職員数 4,259 4,216 4,163 4,106 4,082 4,062 
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 政 中期展望 作成 作成 公表   

 

 

 

当初予算案決定時 、 
山形県 政 中期展望

を公表 
 
臨時 政 策債 補 予算

債を除いた県債残高 減少 

 2,280 億 H15 H27  
 
 
 

 調整基金 崩 抑

県債残高 減少 
推進   

 

 

 

 将来 税 増 歳出減

施策 推進 

事業  

選択 集中

推進 

  

 

 

 

 

 

目標指標  

 ○ 臨時 策債 補 算債 除い 県債残高   ン期間中 減少 

健全 運営 

 

 

 

  

 中期展望 作成 

 毎 当初 算案決定時 い 一般会計 支 中期的 見通 試算 源

足 解消 検討指針 山形県 中期展望 作成 公表 

 

 調整基金 崩 抑 県債残高 減少 

 調整基金 崩 抑 今 社会資 整備や産業振興 必要性

留意 ン期間中 い 臨時 策債 補 算債 除い 県債残高

減少 推  

 臨時 策債 頼 い地方交付税 営 府 強く要望 

 

 将来 税収増 歳出減 施策 推進 

 緊縮 将来 源 確保 い 将来 税 増又 歳出減   

施策 推 向 務 業 見直 改善等 通 一層 業 選択   

中 推  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 持 能 基 確立 向 中長期的 将来 担 減少 税  

自主 源 確保 図 いく 基 営 行う  
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参考  山形県財政 中期展望 策定 概要   

※最終的 、 作成 を掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎財源不足 へ 対応 調整基 取崩し 抑制  
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県有 産 総合的 管理運用 ＜ 言通知＞ 

 

 

 

  

 

 

 

 県有施設 長 命化 維持管理コ 減 

 県 建物 庁舎 学校 公共施設等 い 山形県県 建物長 命 指針

成 27 10 策定 踏 え 施設類型毎 長 命 計 個 施設計 策定    

計 的 防保全 推 県営 宅 い 山形県県営 宅  

長 命 計 成 22 11 策定 基 改善工 等 実施 

 ン 資産 橋梁や 路舗装 農業水利施設等 い 施設毎 長 命 計

公営企業資産 企業局 業資産 病院 業資産 い 中期経営計 等

基 防保全管理 修 長 命 や計 的 更新 推  

 県 施設 維持管理 減 向 施設 維持管理 業務委 等 注  

方法 改善や 熱水費等 ンチ ン ※ 活用等 推  

 施設 適 維持保全や長 命 計 的 効率的 推 施設情報   

一元的 管理体 構築 

 

 県有 産 有効活用 

 休施設や庁舎 空 敷地 民間等 付 や転用等 推  

    県 産 告媒体 効活用 推  

 

 県有 産 総 縮  

 利用県 地 売 推  

 県 施設 い 施設 ン 実施要領 成 28 4 策定 基 利用

状況 管理効率 建物性能等 評価 ン 行い 計 的 施設 約

転用等 推  

 

 県 産 総合的 管理 用 あ 統一的 基準 地方公会計 整備 い

成 27 1 総務大臣通知 踏 え 整備 務書類 借 照表 行 計算書等    

基 県民一人当 行 や資産形成 ※等 見え 経 比較や類似団体   

比較 行う 統一的 基準 務書類 積極的 効果的 活用 いく  

 

 

 

 

 

◎ 県 産 い 山形県県 産総合管理 ン ※ 基   

方針 成 26 12 策定 基 経営的 視点 総合的 管理 活用 いく  

  基 方針 い 組 成果や課 統一的 基準   

地方公会計 整備 動 等 踏 え 所要 見直 行う  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 県有施設 長 命  

維持管理コ 減 

県有 産 

総合管理 

基 方針 

見直  

 

計 的  

予防保全  

コ 減 

等 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県県有 産総合管理

ネ ン

基 方針 策定 H26.12  
 
 

山形県県有建物長 命

指針 策定 H27.10  

 県有 産 有効活用 
有効活用 

推進 

 

 

 

 

 
 県有 産 有効活用  

歳入 1.5 億 H27  
H19～H27 累計：6.9 億  

 
県有 産 売却 歳入 
2.8 億 H27  
H17～H27 累計：31.6 億  

 
 
 
 
 

 県有 産 総量縮  

未利用地  

売却 推進 

 

計 的  

施設集約

転用等  

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標  

○ 一般 産施設 タ 県民 1 人当 担    H25 H32  

山形県県 産総合管理 ン 基 方針 H26.12  

 ○ 県 産 売 効活用 歳入   12 億 H29～H32 計  再掲  

   効活用：県 報媒体等 企業 告 掲載 自動販売機設置場所 付 ン 等  

 

※ ン ：県 保 又 使用 全施設資産及 利用環境 経営戦略的視点 総合的 管理 活用

 

※ ンチ ン ：各施設 各費目 使用 金 タ 比較 施設 実践 い 最良

方法 学 自 向 役立 一条件 あ 種 規模 施設 士 比較 指標  

※ 資産形成 ： 将来世 残 資産 く いあ い 民等 心 踏 え 析 視点 あ 主 指標

民一人当 資産 形固定資産 行 目的 割合 歳入 資産比率 資産老朽 比率 あ 統一的 基準    

地方公会計 成 「8 監 総務省 抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直 ン  

長 命 策 進 方 

統一的 基準 地方公会計  

活用 等 

ン 結果を参考 推進  

貸付 や広告媒体 活用等を推進  

施設 ン  

実施 H28～H30  
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工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 企業局  

経営改善 推進 

事業毎  

経営戦略 

策定 

経営戦略 

推進 

 

 

 

 

 

中期経営計 基 、 

経営基盤 強 を推進 

企業局、病院事業局  

 

病院事業局 中期 

経営計 改 H28 年

改 予定  

 病院事業局  

経営改善 推進 

中期経営 

計 推進 
 

 

 

 

 

 流域 水 事業  

公営企業会計 適用 

移行作業 

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営企業会計 

適用 

 
 

 

 

地方公営企業 け 経営改善 ＜ 言通知＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 企業局 け 経営改善 推進 

 公営企業 経営 当 留意 い 成 26 8 総務省公営企業 課室長

通知 踏 え 業毎 策定 経営戦略 成 29 策定 定 基 経営基

強 推  

 定員管理 い 持 能 経営 基 全 定 サ 提供   

企業局 市 等 連携強 及 再生 能 利用 電 大等 課

踏 え 適 応 

 

 病院事業局 け 経営改善 推進 

 総務省 新公立病院改革 ン 成 27 3 踏 え 改 現行     

中期経営計 改 中期経営計 成 28 改 定 基 経営基

強 推  

 定員管理 い 地域 療需要 応 効率的 業経営 踏 え 適

応 

 

 流域 水 事業 公営企業会計 適用 新  

 流域 水 業 い 成 32 4 公営企業会計適用 向 組   

推  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 地方公営企業 い 中期的 経営計 あ 経営戦略 等 基 経営改善    

向 組 推  

公営企業会計 適用 大 い 成 27 1 総務大臣通知 踏 え    

流域 水 業※ 公営企業会計適用 向 組 推  

固定資産調査 評価、 務会計 整備、

条例 定等  
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目標指標  

 ○ 企業局 各 業 経営戦略    策定 H29  

   企業局全体 経常 支        黒  

   企業局 電気 業会計 一般会計 繰出    50億 H29 ～H32 計  

 ○ 県立病院全体 経常 支       黒 実現 

 ○ 流域 水 業 公営企業会計 適用       適用 H32  

※ 流域 水 業： 市 域 水 排除 終 処理場 水 管理主体 原則 都 府県  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考  企業局経営 基本方針 

  ○ 全 定 サ 供給    ○ 効率的 業 営 経営基 強  

  ○ 経営環境変 応 業 営   ○ 再生 能 開  

  ○ 地域 献 推  

 

  ※ H27 度決算 状況 

    営業 益 11,855 百万 －営業費用 9,464 百万 営業外損益 1,160 百万  

    経常利益 3,552 百万  

う 電気 業 利益 2,192 百万 再生 能 連 業等  

推 図 1,250 百万 一般会計 繰出  

       H25 H28 総 5,000 百万 繰出  

 

 

 

参考  山形県病院事業中期経営計 推進期間： ～ 年度 概要 

※最終的 、改正後 計 内容を掲載 

  ○ ッ ョン 県民 心 信頼 高 療 提供 県民 療 支え  

  ○ ビ ョン 営基 強 時 求 療 応え いく  

  ○ 点課  

 地域 療構想 ョン や新 公立病院改革 ン 見据え 各県立

病院 役割 機能 明確  

 大学 連携強 師配置 加え 各県立病院連携 研修 等 確保

育成 構築及 療 タ 確保 資質向  

 持 的 病院経営 能 務基 強  

 

  ※ H27 度決算 状況 病院事業合計  

    経常 益 37,844 百万 －経常費用 39,796 百万  

     経常 支 1,952 百万  

H25～H27 各 決算 い 経常 支黒  

H25～H27 各 決算  

い 経常 支赤  
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※ 公社等：資 金 基 金 準 県 出資 出え 含 割合 「監％ 法人及 県行

密接 あ 県 特 営管理 適 図 必要 あ 法人 公社等 指 指針 定義  

 

工程表  

 H29 年  H30 年  H31 年  H32 年  主 組 成果 

 総点検 実施 

検証実施、 
方向性  
決定 公表 
H28～H29  

 

 

 

 

 

  

公社等 関 指 指針

基 、 公社 等見 直  

計 を毎年 作成 公表

、 各 部 局 進 行  

管理や 断 見直 を推進 

政府通知 第 タ 等

経営健全 等 い

を踏 え、 公社等 関

指 指針 を改定 H28.3  

 公社等見直 計  

断 見直  

見直 計

作成 公表 

 

 
  

 

目標指標  

 ○ 積損失 あ 公社等 割合  15％ H28    10％ H32  

※ 公社等：資 金 基 金 準 県 出資 出え 含 割合 「監％ 法人及 県行

密接 あ 県 特 営管理 適 図 必要 あ 法人 公社等 指 指針 定義  

 

公社等※ 見直  ＜ 言通知＞ 

 

 

 

 

 

 

  

  総点検 実施 新  

 全面改定 公社等 指 指針 基 成 28 成 29

公社等 あ 方 検証 総点検 実施 山形県行 支出点検

行 改革推 委員会 意見 得 うえ 公社等 今 方向性 山形県行 改革 

推 部 い 決定 県 公表 

 

 公社等見直 計 断 見直  

    公社等 指 指針 及 総点検 整理 方向性 沿 公社等毎   

公社等見直 計 毎 作成 山形県行 支出点検 行 改革推 委員会   

言や意見 得 うえ 県 公表 営管理 適 推  

    公社等見直 計 い 社会経済情勢 変 応 経営健全 等 向

組 容 公社等 将来的 方向性や廃 定時期 含 断 見直

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 府 第 タ 等 経営健全 等 指針 成 26 8 総務大臣通知等

踏 え 公社等 経営健全 地方創生 資 効活用 両立 い 新 視点

盛 込 全面改定 成 28 3 公社等 指 指針 基 公社等

総点検 実施 整理 方向性 沿 営管理 適   

組 いく  

社会経済情勢 変 応 、 

断 見直 を実施  
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行 改革 組 目標指標 一覧 
 

第  県民参加 県 く 推進 

～多様 主体 連携 協働 地域 力 結集～ 

項目 目標指標 基準値 目標値 

 県 市 連携 協働 

 。》)地方創生 向け  

県 市  

連携 協働 

○ 県 市 連携 協働 推進

方針 
－ 

方針策定 
H29 度  

 。「)市 自主的  

行 運営 支援 
○ 連携中枢都市圏 形成数 － 

1 圏域 
H31 度  

 県民 企業 大学等 連携 協働 

 。》)県民 等  

連携 協働 
○ 県民 ン 活動参加率 

32.2％ 
H28 度  

40.0％ 
H32 度  

○ や 社会 献基金 成 計  
358 百万  
～H27 度  

459 百万  
～H32 度  

○ 県 等 協働事業数 
154 事業 
H28 度  

170 事業 
H32 度  

。」)地域 多様 主体 

河川等  

維持管理 

○ ふ さ 川愛護活動支援事業 
活動団体数 

483 団体 
H27 度  

500 団体 
H32 度  

○ サ 録団体数 
494 団体 
H27 度  

520 団体 
H32 度  

○ 海岸清掃 ン 参加者数 
3,289 人 
H27 度  

4,000 人 
H32 度  

 民間活力 活用 

 。「)民間委託 ○ 地方行 サ ビ 改革 組状況

等 総務省調 公表 け 調査

象業務 い 全業務 全部

委託 又 一部委託  

100％ 
H27 度  

100％ 維持 
～H32 度  

 。」)指定管理者 度 ○ 公 施設 け 指定管理者 度

入率 
79.8％ 

H28 度  
82.0％ 

H32 度  

○ 指定管理者 度 入施設 サ ビ

提供 管理運営状況 検証 け

評価 割合 

32.5％ 
H27 度  

40.0％ 
H32 度  
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行 改革 組 目標指標 一覧 
 

第  県民視点 立 た県政運営 推進 

～情報発信力 強化 透明性 向 ～ 

項目 目標指標 基準値 目標値 

 県 外 積極的 情報 信 

 。》)県 外  

情報 信力 強化 ○ 情報 信 基 指針 － 
基 指針

ン 策定 
H29 度  

 ○ 県 情報 信向 評価 
県 ン 調査等  

H29 度実施  
昇 

H32 度  

 県民 話 視 県 運営 

 。》)県民 話 視

県民 声 的確  

把握 

○ 知事 訪問 
17 件 

H27 度  
間 20 件  

○ 女性委員 審議会等 用率 
51.4％ 

H27 度  
50％ 維持 

～H32 度  

○ 若者委員 1 用 い

審議会等 割合 
100％ 

H28 度  
100％ 維持 
～H32 度  

 県 運営 透明性 確保 

 。》)情報公開 情報開  ○ 山形県 ン タ タ

公開 タ ッ 数 
37 ッ  
H28 度  

150 ッ  
H32 度  

 。「)統一的 公会計

整備 公表 
○ 統一的 基準 務諸表 － 

作成 公表 
H29 度～  

 県民 期待 応え 信頼性 高い県 運営 

 。」)業務効率化 推進  

県民利便性 向  
○ や ｅ申請 利用件数 

8,589 件 
H27 度  

12,000 件 
H32 度  

 
○ 基盤統合や ウ サ ビ 活用

情報 運用コ  
－ 

H27 度比  
3 割削減 
H32 度  

 。『)公共調 度 改善 ○ 10 万 物品 地元調 率 
250 万 物 地元調 率 
100 万 業務委託 地元調 率 
 

95.9％ 
99.7％ 
99.4％ 

H27 度  

い  
95％ 維持 

～H32 度  

 県民 全 心 機管理機能 充実 

 。》)事前防災 減災等

多様 主体

連携 協働 

○ 県 市 又 県 市 合  
実施 防災訓練 参加者数 

29,706 人 
H27 度  

38,000 人 
H32 度  

 。「) 機 応力 強化 
○ 機管理 ニュ 訓練実施率 

88％ 
H27 度  

100％ 
H32 度  
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行 改革 組 目標指標 一覧 
 

第  自主性 自立性 高い県政運営を支え 基盤 く  

～限 た行財政資源 最大効果 発揮～  

項目 目標指標 基準値 目標値 

 県民 県庁 く  

 。「)職員 能力 最大限

引 出 人 活用 

○ 男性職員 育児休業 得率 
知事部局  

7.0％ 
H27 度  

20％  
H32 度  

○ 男性職員 妻 出産時 子育 休暇 
育児参加休暇 得率 知事部局  

45.2％ 
H27 度  

全員 得 
H32 度  

○ 管理職 課長 占 女性

職員 割合 知事部局   

10.1％ 
H28 度  

15％  
H32 度  

 持 能 基盤 確立 

 。》)歳入 確保 ○ 県税徴収率 
   現 度課税  
   滞納繰越 含 現滞計 

 
99.6％ 
98.4％ 

H27 度  

 
99.7％ 
98.5％ 

H32 度  

○ 未収金残高 
36.9 億  
H27 度  

毎 度減少 

○ ふ さ 納税  
165 百万  
H27 度  

265 百万  
H32 度  

○ 県有 産 売却 有効活用 歳入 
4.3 億  
H27 度  

12 億  
H29～H32 度

計  

 。「)歳出 見直  ○ 事務事業 見直 改善 
   経費削減  
   削減事務  
 

 
68.9 億  
8.9 万時間 

H25～H27 度

計  

 
80 億  
8 万時間 

H29～H32 度

計  

○ 県 光熱水使用 等 削減 
H25 度 基準 度 H32 度 
目標  

電気▲7.9％ 
水▲15.3％ 
用 類＋6.0％ 

等  
H21 度 基準

度 H27
度 実績  

電気 7％ 
ソ ン 軽油 

 7％ 
灯油 油 7％  

 7％ 
水 7％ 
用 類 7％ 
廃棄物 7％ 

。」)健全 運営 ○ 臨時 策債 補 予算債  
除い 県債残高 

▲2,280 億  
H15→H27 度  

ン期間中 
け 減少 

。『)県有 産 総合的

管理運用 

○ 一般 産施設 タ コ

県民 1 人当 担  
－ 

H25 度  
H32 度  

○ 県有 産 売却 有効活用 歳入 
再掲  

4.3 億  
H27 度  

12 億  
H29～H32 度

計  
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行 改革 組 目標指標 一覧 
 

第  自主性 自立性 高い県政運営を支え 基盤 く  

～限 た行財政資源 最大効果 発揮～  

項目 目標指標 基準値 目標値 

 持 能 基盤 確立 

 。』)地方公営企業 

け 経営改善 

○ 企業局 各事業 経営戦略 
 

 

 企業局全体 経常収支 
 
 
  企業局 電気事業会計  

一般会計 繰出  
 

－ 
 
 

黒字 
H25～H27 度  

 
50 億  

H25～H28 度 
計  

策定 
H29 度  

 
黒字  

 
 

50 億  
H29～H32 度 

計  

 
○ 県立病院全体 経常収支 

赤字 
H25～H27 度  

黒字化 実現 

 ○ 流域 水 事業 公営企業会計

適用 
－ 

適用 
H32 度  

 。【)公社等 見直  
○ 積損失 あ 公社等 割合 

15％ 
H28 度  

10％  
H32 度  
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